
 

 

 

■実施状況                                            ＜令和８年６月時点＞ 

交付限度額 194億 6414万円     

うち令和７年度 交付決定額 86億 5826万円（44%） 

うち令和８年度 交付決定額 91億 4129万円（47%） 

残額 16億 6460万円（9%） 

 

■主な事業概要 ※規模の大きい事業を最大５つ程度記載（詳細は別途実施計画をご覧ください） 

生活者支援 

◆低所得の子育て世帯生活応援特別給付金  事業費：29 億 367万円   

 物価高騰の影響を受ける低所得の子育て世帯に対し、本県独自に対象児童１人当たり５万円の生活応援特別給付金を支給。 

 

◆LPガス料金負担軽減支援事業  事業費：6億 9,242万円   

 県内一般消費者等のＬＰガス料金に対し、ＬＰ ガス販売事業者を通じて 800円（１回）の値引きを行う。 

 

 
 

事業者支援 

◆医療機関等物価高騰対策支援事業  事業費：16億 4,252万円 

 物価高騰の影響を受ける医療機関等に対し、光熱水費等に係る支援金を給付することで、健全な経営維持を図る。 

 （対象施設：病院、有床診療所、無床診療所、無床診療所（歯科）等） 

 

◆介護事業所等生産性向上推進事業  事業費：8億 8,238万円 

 介護職員等の賃上げや職場環境の改善を図るため、介護事業所等に対し、見守り機器等の導入に要する費用を補助。 

 （見守り機器等：補助上限 30万円／機器、介護ソフト導入：補助上限 250万円／事業所等） 

 

◆特別高圧受電施設等電気料金支援事業  事業費：1億 8,223万円 

 国の電気料金支援の対象外となっている特別高圧受電施設等に対し、電気料金の一部を支援することにより、物価高に伴う中小企業等の負担軽減を図る。

（支援単価：2026年 1月～2月分：2.3円／kWh、2026年 3月分：0.8円／kWh） 

 

※事業費の全部又は一部に本交付金を充当予定 
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